
当社では、株主をはじめとする全てのステークホルダーにとって企業価値を最大化すること、経営の透明性・効率
性を向上させることをコーポレート・ガバナンスの基本方針としています。
このため、経営の意思決定・監督体制と業務の執行体制の分離を推進し、迅速かつ効率的な経営・執行体制の確
立を図り、社外取締役の参加による透明性の高い経営の実現に取り組んでいます。

経
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株 主 総 会

経 営 会 議

各部門・支店・グループ会社

取締役会
14名（うち社外取締役4名）

建築事業本部

監査役会
3名（全員社外監査役）

ガバナンス委員会

会計監査人

内部監査部門

最高執行責任者（取締役）

各執行役員

建築事業
執行企画
会議

建築事業
本部会議

技術部門
分科会

不動産事業本部

最高執行責任者（取締役）

経営管理本部

各執行役員

不動産事業
執行企画
会議

不動産事業
賃貸合同
会議

地域事業部
会議

最高執行
責任者
（取締役）

関連事業本部

最高執行
責任者
（取締役）

各執行
役員

グループ
シナジー
企画会議

各執行
役員

コーポレート・ガバナンスの基本方針

経営体制図（2021年6月現在）

【参考】コーポレート・ガバナンス体制の変遷

監督と執行の分離

取締役の任期 

取締役の報酬 

社外取締役 

社外監査役 

任意の委員会

1974年 1989年 2011年
創業 名古屋証券取引所

第二部に上場
創業者所有株式を
ＴＯＢで取得・消却

2000年
執行役員制度導入

2011年
株式報酬型ストックオプション導入

2019年
株式報酬の導入

2012年
評価委員会（現：ガバナンス委員会）設置

2005年
１名選任

2011年
２名選任

2013年
３名選任

1989年
取締役６０歳定年制導入

1986年
１名選任

1989年
３名選任

2021年
4名選任

1999年
４名選任（４名全員が社外監査役）

2015年より、
うち１名女性を選任

2021年
３名選任（社外）

コーポレートガバナンス
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当社の社外役員及び社外役員候補者は、当社が定める以下の独立性基準を満たす者とする。なお、対象期間は、以
下１については現在及び期限の定めのない過去とし、２～５については現在及び過去10年間とする。

氏名
専門性

職業等 企業経営 金融 財務会計 法律

社
外
取
締
役 

山口 利昭 弁護士 － － － ●

佐々木 摩美 元外資系金融機関
マネジメント － ● － －

庄田 隆 元企業経営者 ● － － －

入谷 淳 弁護士
公認会計士 ● － － ●

社
外
監
査
役

鵜野 正康 公認会計士
元企業経営者 ● － ● －

松下 正 弁護士 － － － ●

小林 憲司 元企業経営者
米国公認会計士 － － ● －

当社グループ関係者1
当社、当社の子会社(注１)及び関連会社(注２)（以下「当社グループ」という）の取締役（社外取締役は除く）、監査役（社外監査役は除く）、会計参与、
執行役、執行役員又は使用人（以下「取締役等」という）でないこと。

議決権保有関係者2
① 当社の10％以上の議決権を保有する株主又はその取締役等でないこと。
② 当社グループが10％以上の議決権を保有する会社の取締役等でないこと。

取引先関係者3
① 当社グループとの間で、双方いずれかの連結売上高2％以上に相当する金額の取引がある取引先の取締役等でないこと。
② 当社グループの主要な借入先（当社連結総資産の2％以上に相当する金額の借入先）である金融機関の取締役等でないこと。
③ 当社グループの主幹事証券会社の取締役等でないこと。

専門的サービス提供者（弁護士、公認会計士、コンサルタント等）4
① 当社グループの会計監査人である公認会計士又は監査法人の社員、パートナー若しくは従業員でないこと。
②  弁護士・公認会計士・税理士・その他コンサルタントとして、当社グループから取締役・監査役報酬以外に、年間1,000万円以上の報酬を 
受領している者でないこと。

その他5
① 上記１～４に掲げる者（重要でない者を除く）の２親等以内の親族でないこと。
② 当社グループとの間で、役員が相互就任している会社の取締役等でないこと。
③ 当社グループとの間で、株式を相互保有している会社の取締役等でないこと。

(注)１．「子会社」とは、財務諸表等規則第８条第３項に規定する子会社をいいます。　 ２．「関連会社」とは、財務諸表等規則第８条第５項に規定する関連会社をいいます。

社外役員の就任・活動状況

社外役員の独立性基準

50.0％ 28.6％
社内取締役
7名

社外取締役
4名（うち女性1名）

21.4％
社外監査役
3名

取締役会
構成メンバー
14名

社外役員
7名

50.0%

取締役会の構成 社外役員の概要
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取締役会

２．業務執行取締役の相互評価 ３．相互評価の集計・ヒアリング

５．次期経営体制案の同意

代表取締役
４．次期経営体制案の策定

６．次期経営体制案の取締役会決議

７．評価結果の開示／
報酬への反映

業務執行取締役

①提出

⑥通知

⑤上程
④答申

②結果報告

③諮問

ガバナンス委員会
１．業務執行取締役による担当領域の業務執行報告

業務執行取締役の評価及び候補者の選任は、「ガバナンス委員会」が中心となり、業務執行取締役の相互評価結果
に基づいて実施しています。

１．業務執行報告 業務執行取締役が取締役会で担当領域に関する業務執行報告

２．相互評価 業務執行取締役が相互に業務執行および経営の監督機能に関して評価を実施

３．集計・ヒアリング ガバナンス委員会委員長が評価結果を集計、個別ヒアリングを実施して代表取締役へ結果報告

４．次期経営体制案の策定 相互評価結果を踏まえ、代表取締役が次期経営体制案を策定し、ガバナンス委員会へ諮問

５．次期経営体制案の同意 ガバナンス委員会は次期経営体制案について審議のうえ答申

６．次期経営体制の決議 取締役会で次期経営体制を決議

７．評価結果の開示／報酬への反映 評価結果を業務執行取締役へ開示、報酬へも反映

取締役の評価制度

① 業務執行取締役の相互評価結果の集計・報告
② 次期経営体制（取締役・執行役員）案、および取締役候補者（再任・新任）案の審議・答申
　　※ガバナンス委員会の事前審議を経なければ、代表取締役は次期経営体制案および取締役候補者案を取締役会に上程できない。

③ 業績連動報酬案の審議・答申
④ コーポレート・ガバナンスのあり方に関する検討・提言

ガバナンス委員会

ガバナンス委員会の構成

ガバナンス委員会の機能

委 員 長 筆頭独立社外取締役

構成メンバー 代表取締役、社外取締役全員・監査役全員

コーポレートガバナンス
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取締役会全体の実効性評価の流れ（概要）

ガバナンス委員会 取締役会

取締役の相互評価

ガバナンス委員会を活用した評価プロセスにより評価の客観性を確保

評価結果や
課題を共有

取締役会の運営状況や
相互評価結果などを
踏まえ事前協議

ガバナンス委員会での
事前協議を踏まえ
実効性を評価・確認

2019年6月より株式報酬制度を導入

取締役会全体の実効性評価

＜2020 年3月期の評価結果の概要＞
当社取締役会では、取締役会全体の実効性の分析・評価について、取締役会の経営機能・監督機能、社外取締役の活動
と貢献、取締役・執行役員の選任プロセスの客観性とシステム化、組織トップのリーダーシップなどの観点から確認した
結果、概ね良好に運用されており、現時点では大幅な改善に着手すべき事項はないものと評価しております。

取締役の報酬制度

経営循環の仕組み

4／1

※代表取締役は最少任期を4年（2期）とする。

満60歳 3／31 ６／下旬（株主総会）

上級管理職の
二親等内の親族 入社

大東建託
グループ

業務執行取締役 非業務執行
取締役

顧問
相談役

退
任

■ 取締役60歳定年制
・  業務執行取締役は、満60歳に達した年度末（3月
31日）をもって業務執行を離れ、
  4月1日より非業務執行取締役（非常勤）となる。

・ 6月の株主総会をもって取締役を退任する。

・  取締役退任後は、顧問・相談役などいかなる
役職にも就かない。

■ 世襲制の排除
・  上級管理職（次長職以上）の二親等以内の親族
の大東建託グループへの入社を認めず、世襲制
を排除。
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